









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































表7 主要品目別， 距離帯別近距離道路輸送量 （擬1夏万トン）
主
品
グ
ノレ
プ
距
帯
農産品及び林産品
食料及 び飼料
石 炭
原
産 品
金属及び金属廃棄物
鉄・鋼鉄及びNE金属
石　　及　　び　　土
月巴
化　　学　　製　　品
運搬用， 機器
半製品及び完成品
計
5km以下
6～　10
11～　15
16～　20
21～　25
26～　30
31～　50
51～I00
10工以上
計
計
1965 1970
33％51，42．6劣
97．4
4．9
53．3
3．5
39．2
2．O
O．9
0．0
85．7
5．7
120．8
　6．1
ヱ2．3
0．6
25．7
1．7
27．9
1．4
1，021，0
　67．7
1，342，8
　68．2
6．4
0．4
8．1
0．4
68．7
4．6
154．1
　7．9
97．3
6，4
117．3
　5，9
1，972．2
ユ00
497，5
33．0劣
748，2
37．9劣
265，7
17．6
344，0
17．4
162，0
10．7
199，4
10．1
108．4
　7．2
135．1
　6．9
80．9
5．4
100．工
　5，1
69．3
3．5
ユ54，9
10．2
183．2
　9．3
ユ50，7
10．O
ユ63．7
　8．3
29．2
1．5
1，972．2
100
営　業　用
1965　　　　1970
18，8　　　　19．9
29％ 26％
22，1　　　　22．8
3．4　　3．O
16，9　　　17．9
2．6　　　2．3
3．1　　0．O
O．5　　0．O
46，3　　　　56．3
7．0　　7．3
ヱ．6　　4．1
O．2　　　0．5
工3．6　　　　ユ5．6
2．I　　2．O
478，4
72．6
546，5
71．1
1，7　　2．5
0．3　　0．3
21，4　　39．2
3．2　　5．1
35，0　　　　44．6
5．3　　5．8
659．0100 769．4ユ00
215，6
32，7劣
271，3
35，2％
113，2
17．2
132，6
17．2
69，5　　　　68，9
10．5　　9．0
43，5　　　　50，4
6．6　　　6．6
34，6　　　　38．2
5．3　　5．0
23，7　　　　23．9
3．6　　3．1
67，5　　　　74，8
10．2　　　9，7
73，1　　　　88，7
11，1　　　11．5
18，3　　　20．6
2．8　　　2．7
659．0100 769．4100
自　家　用
1965　　　　1970
31．7
37％
31，5
26劣
66，9　　　　74．6
7．9　　　6．2
36，4　　　　21．3
4．3　　　1．8
O．4　　　0．9
0．0　　　0．1
39，3　　　　64．5
4．6　　　5．4
7，0　　　8．2
0．8　　　0．7
12．ユ　　　　ユ2．3
1．4　　　1．0
542，6
63．8
796，3
66，1
4．7　　　5．6
0．6　　　0．5
47．3　　　114．9
5．6　　　9．6
62，3　　　　72．7
7．3　　6．O
850．7
ユ00
L202．8
ユ00
281，9
33．1％
476，9
39．6劣
工52，5
17．9
211，4
17．6
92．5　　130，4
10，9　　　　10．8
64，9　　　84．7
7．6　　　7．0
46，3　　　　61．9
5．4　　　5．1
34，9　　　　45．4
4．1　　3．8
87．4　　　ユ08，5
10．3　　　9．O
77，6　　　　75．0
9．1　　　6．2
12．7　　　8．6
1．6　　　0．9
850．7
100
1，202．8
100
出典）BMV［2，P．ユ87］
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　401km以上の距離帯については，営業用トラックのシェアがかなり高くなっ
てきている点が注目される。
　市場がどのような構造になっているかを判断するためには，少たくとも運送
業者の概況を示すデータ，荷主の立地状況を示すデータ，輸送手段別・品目
別・距離帯別の実績を示すデータが必要とされるが，ここに示されたデータだ
けから大胆に判断する限りは，トラック対鉄道という点から眺めた場合，市場
構造に大きな特徴が見い出され，現実にトラック輸送に特化した貨物量がかな
り増大しているといえよう。このような背景の下に貨物輸送市場におげる規制
政策を考察してみよう。
　遠距離運送に論点を絞れば，鉄道の保護を意図したトラックヘの諸々の規制
政策が展開されている。営業用トラックヘの割当て制と自家用トラックの実質
的許可制にその典型が見い出せるのである。ここでわれわれが最も注目すべき
ものとしての営業用トラックヘの割当て制は，一種の参入障壁と考えることが
できる。一般に，参入障壁の構成要素には，生産における規模の経済性，技術
上の諸条件，原材料生産その他の関連分野の支配，販売促進活動での既存企業
の優位性，政府の免許等があり，その高さを特定の要素だけから測るのには問
題がある。ここで，データの利用可能性という点から，政府の認可による割当
て制の有効性によって大胆に推論すれば，参入障壁は定性的には必ずしも高い
とはいえない。というのは，1970年7月現在では営業用総認可数は29，487であ
る（BMV［2コ）が，認可は，イ）運行している車両に与えられる，口）基準最大
積載量（38トン車）に与えられ，小型車両を用いる場合には認可そのものの分
割が可能である，等の事清によって，現実には認可総数を上廻る営業用車両の
運行が可能となっているからである。したがって，車両数と認可数の差がある
ことから，r割当て制による認可数が少なすぎるという声はないか」というわ
れわれの疑間は，西ドイツでは問題となっていないのである。偉o割当て割によ
る参入障壁が高くないことは，他の事情を一定とした場合，競争的市場構造を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l087
　工42
うみ出し，先に述べた事情から，実際間題として鉄道の地位がますます後退す
ることになるのである。とすれば，鉄道保護という目的からは，この競争的市
場構造において，営業用トラックの参入障壁を高くする一割当て制を厳密に
運用する一か，別の規制政策剛を加える必要がでてくる。ただし，その場合
も，規制政策を営業用トラックにだけ適用すれば，自家用運送へのシフトが生
ずることは必至であり，鉄道保護の目的には有効ではない。西ドイツにおいて
は，自家用運送をも実質的許可制にしているので，その意味からすれば合目的
的であるといえる。
　しかし，これまで再三眺めてきたとおり，営業用トラヅク，自家用トラック
に対する規制は共に積極的意味で有効であるとの判断を下しにくい。この意味
する所を極めて限られた資料から大胆に推察してみれぼ，広い意味での鉄道の
競争能力の後退が今日の状態を招いた要因となっており，営業用トラック，自
家用トラックに対して現在とられている規制政策を厳密に運用した場合には，
問題とされる鉄道のサービス・レベルそのものが実情にそぐわなくたっている
といえよう。ただし，冒頭で断わっておいたとおり，これはあくまで条件付の
推論であって，より慎重な検証が必要であることはいうまでもない。
注（1）ただし，現実的側面を重視した藤井〔4〕においては，両者の本質的な相違は，公
　　共交通ではそのサーピスの利用可能性が潜在的利用者にも無差別に保証されること
　　にあるとされ，公共交通の顕在的利用老が少ない場合の潜在的禾口用者の存在が問題
　　を提起しているとの鋭い指摘がなされている。
　（2）輸送機関別輸送分担率（トソ・キロ・べ一ス）の推移をみれば，内航海運のシェ
　　アはほぽ一定だが，国鉄のシェアの後退，トラックのそれの上昇は顕著である（「昭
　　和50年版　運輸経済図説」p．26）。
　（3）同じようた趣旨の主張は，藤井〔4〕，岡野〔13〕にみられる。
　（4）例えぱ，ブキャナソ・レポートを徹底的に批判したミシャソの主張（Mishan［7コ）
　　にその極端な代表例を見い出すことができる。ただし，ミシャンの自家用批判は非
　　効率性云々以前の議論であり，価値判断に基づくものといえよ㌔なお，ミシャソ
　　の主張をひとつの契機とLて，自動車交通の杜会的費用論が現実問題とLて提起さ
1088
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　143
　れているが，杜会的費用の内部化が必要であるという認識だけにとどめ，詳細につ
　いては触れないこととする。
（5）以下の論述（特に2節～4簾）の一部は，（財）運輸経済研究セソターでの研究会
　の成果（運輸経済研究セソター〔16〕）の，筆者の執筆部分（第3章）に基づいて再
　編したものである。
（6）Verkehrは交通経済学上は輸送（貨物の場合）であるが，法律的には運送と訳さ
　れているので，その慣例に従うこととする。両者に本質的な差はないのはいうまで
　もない。
（7）umbrella　rate－mak三ngの端緒を示すものだと思われる。
（8）より新しい情報としては，工975年8月6日にさらに改正されている。なお，G肱G
　の詳細な紹介・解説については，運輸経済研究セソター〔工5，p．180～200〕を参照さ
　れたい。
くg）西ドイツ交通省参事官Dieter　Hinz氏の評価である。
⑩　レーバー・プラソについては，日本国有鉄道外務部編〔1O〕が比較的詳Lく紹介
　している。
⑩（5）の補助的活動という要件は1971年改正で追加されたものであるが，補助的活動
　であるか否かを誰が判断するかについては難しいという問題点を残している。
⑲　1969年の改正法ぱ，以前営まれていた許認可を受けていないところの名目的には
　遠距離自家用貨物運送ではあるが，事実上は遠距離貨物運送（営業用運送）である
　灰色の自家用運送（9rauer　Werkverkehr）を取締る意図をもっている点に犬きな
　特色がみられる。
⑬　一般に，Werkverkehrといった場合には，Werkfemverke㎞と同義に解すのが
　慣例とされている。
⑭　ただし・例えば表5によれば，1967年と1974年の輸送量の比は読みとれる。自家
　用運送の伸びが79・4％であるのに対し，営業用運送のそれは38．O％である。また，
　BMV［2・P・182～183］ではさらに詳細な動向が伺える。とはいえ，これらはあく
　まで輸送実績であって，車両数と関連させたものではない。
⑲　西ドイツでは，わが国におけるようなナンバー・ブレートの色による営業用，自
　家用の区別は底い。
⑲　貸物自動車運送法の1975年8月6目の改正で，商行為の内容を明示することで灰
　色の自家用運送の防止の内容が追加されているが（48条a項），その成果は後目に
　ならなけれぱ判定できない。
⑰　筆者が西ドイツ交通省で担当官（貨物輸送担当の参事官Dieter　Hi㎜氏等）に
　尋ねた限りでは，イ）とハ）の要因一もち論，独立に作用している訳ではないが
　一が強いように思われる。すなわち，先ず，輸送サービス確保への要請としては，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工089
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　＠品物によっては特別な運撮方法が必要で，営業用にはそのような設備のない場合
　がある，⑤営業用は人件費の高勝等への対応策とLて犬型車を使用しているので，
　大型率に適さない貨物が残される場合カミある，等の理由で自家輸送せざるをえない
　ケースである。次に，輸送サービスの質的要因に対する要請としては，＠遠時性に
　優れている，⑤文字通りのサーピス面で優れている一例えば，運転手が品物を届
　けたその場で代金の回収が可能である点たど一等が指摘される。これらは先に引
　用Lた日本経済調査協議会〔9〕の指摘に極めてよく似ている。なお，輸送サービス
　の質を時間節約という観点から自家用自動車一般のメリットを論じたものとしては
　L亡thi〔6〕がある。また，橘原〔14〕でも時間節約という側面に絞っている訳では
　ないが，同様の論点が示されている。
⑱　ここでは，競争窺制政策という用語を，複数の輸送手段を問題とした場合・そこ
　での競争条件が満されるために，優れた競争条件をもった輸送手段を規制するとい
　う意味で用いている。
（19　今回の実地調査では，BAGを訪ねていないのであるが，そこではこれに関する
　ある程度の資料がえられる可能性が残されていると思われ孔
臼◎　より詳細には，運輸経済研究セソター〔16〕を参照されたい。
㈱一般に，自動車運送事業は技術的条件からは参入障壁は低いといえるので・これ
　を高めるためには技術的以外の規制政策に頼らざるを得ない。
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